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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

 

回次
第116期

第２四半期
連結累計期間

第117期
第２四半期
連結累計期間

第116期

会計期間
自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日

自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

売上高 (百万円) 191,997 180,310 383,272

経常利益 (百万円) 33,701 23,002 64,483

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 12,637 15,464 30,815

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 3,589 3,871 6,343

純資産額 (百万円) 342,866 332,857 341,044

総資産額 (百万円) 511,811 527,548 526,103

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 58.07 71.44 141.60

潜在株式調整後
１株当たり四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 66.6 62.7 64.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 32,566 28,812 56,465

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △41,564 △32,094 △82,331

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △62 △3,669 25,121

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 65,750 60,582 71,155
 

　

回次
第116期

第２四半期
連結会計期間

第117期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成27年７月１日
至 平成27年９月30日

自 平成28年７月１日
至 平成28年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 0.63 37.18
 

(注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いません。　

２　売上高には、消費税等は含まれていません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していませ

ん。

４　前連結会計年度及び第117期第１四半期連結会計期間において、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定を

行っており、第116期第２四半期連結累計期間、第116期連結会計年度の関連する主要な経営指標等につい

て、暫定的な会計処理の確定の内容を反映させています。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当企業集団が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。また、主要

な関係会社の異動は以下のとおりです。

＜自動車関連＞

当第２四半期連結会計期間において、新規に設立したＣＳ中津川株式会社を連結の範囲に含めています。

＜テクニカルセラミックス関連＞　

第１四半期連結会計期間において、株式会社日本エム・ディ・エムの株式を取得したことにより、同社を持分法適

用関連会社としています。　

また、当第２四半期連結会計期間において、新規に設立したＮＴＫセラミック株式会社を連結の範囲に含めていま

す。

この結果、平成28年９月30日現在、当企業集団は、当社、子会社48社、関連会社７社で構成されることとなりまし

た。　

なお、第１四半期連結会計期間において、報告セグメントの区分を変更しています。詳細は、「第４　経理の状

況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）　セグメント情報」の「Ⅱ　２．報告セグメントの変

更等に関する事項」をご参照ください。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前連結会計年度の有価証券報告書に

記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

(セラミックICパッケージ事業の再編について)

当社は、平成28年７月29日開催の取締役会において、当社及びＮＴＫセラミック株式会社を分割会社とし、平成

28年７月１日に新たに設立したＮＴＫセラミック株式会社及びＣＳ中津川株式会社を承継会社とする吸収分割を実

施することを決議し、同日付で吸収分割契約を締結しました。

　詳細は、「第４ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項 （重要な後発事象）」に記載しています。

 
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中に記載した金額には消費税等の金額は含んでおらず、将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現

在において、当社グループが判断したものです。

 

(1) 業績の状況

当第２四半期における世界経済は、中国においては民間投資が前年比で大きく鈍化し、雇用情勢の悪化は持続、

個人消費も鈍化してきていることから景気の減速基調は変わらず、公共投資が景気を下支えする構図となっていま

す。一方、米国においては企業業績の持ち直しにより雇用・所得環境が改善し、個人消費は底堅く推移し景気回復

が持続しました。欧州においては英国におけるＥＵ離脱決定後も金融市場の早期安定化や政治不安の広がり抑制な

どから景気に大きな動揺は見られず、足許では企業業績が堅調に推移していることから、個人消費の先行き不透明

感はあるものの景気は底堅く推移しました。一方わが国経済においては企業の生産活動は持ち直す一方で消費は伸

び悩み、景気は足踏みが続いています。

当社グループが主要な事業基盤とする自動車業界においては、世界の自動車販売は中国及び欧州市場の主要国で

は堅調に推移しましたが、米国においては前年に対しほぼ横ばいで推移しています。また我が国においては販売台

数の落ち込みに歯止めがかかった感はありますが、依然軽自動車の販売台数は前年と比べ大きく落ち込む結果とな

りました。

また半導体業界では中国、新興国向けが牽引となり、スマートフォン市場においても中国メーカーが勢いをつけ

る結果となっています。

このような状況のもと、当社グループの当第２四半期連結累計期間の連結売上高は1,803億10百万円（前年同期比

6.1％減）、営業利益265億30百万円（前年同期比21.8％減）、経常利益230億２百万円（前年同期比31.7％減）とな

り、親会社株主に帰属する四半期純利益は154億64百万円（前年同期比22.4％増）となりました。

 

セグメントの業績

セグメントの名称 売上高(百万円)
営業利益又は営業損失(△)

(百万円)

自動車関連  152,932  29,837

テクニカルセラミックス関連  25,541  △3,278

　半導体関連  10,188  △3,343

　セラミック関連  15,353  64

その他  1,836  △28

合計  180,310  26,530
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＜自動車関連＞

当事業は、中国、欧州を中心として自動車販売が伸びており、新車組付用製品の販売は堅調に推移しました。ま

た、補修用製品の販売も中国市場及びＡＳＥＡＮ地域、メキシコでの好調を受け堅調に推移しましたが、為替相場

において円高に振れていることから売上高及び営業利益の減少要因となっています。

この結果、当第２四半期連結累計期間の連結売上高は1,529億32百万円（前年同期比4.3％減）、営業利益298億37

百万円（前年同期比16.0％減）となりました。

 

＜テクニカルセラミックス関連＞

半導体関連

当事業は、スマートフォン向けセラミックパッケージの客先所要の低迷により売上高が伸び悩みましたが、収益

面では生産性の向上や原価低減など合理化活動を行い改善に努めてきました。

この結果、当第２四半期連結累計期間の連結売上高は101億88百万円（前年同期比23.6％減）、営業損失は33億43

百万円（前年同期は32億円の営業損失）となりました。

セラミック関連

当事業は、工作機械向け及び産業機器向け製品においては所要が低迷し、売上高が伸び悩みました。

この結果、当第２四半期連結累計期間の連結売上高は153億53百万円（前年同期比9.1％減）、営業利益は64百万

円（前年同期比96.1％減）となりました。

 

＜その他＞

その他の事業については、当第２四半期連結累計期間の連結売上高は18億36百万円（前年同期比8.0％減）、営業

損失は28百万円（前年同期は69百万円の営業損失）となりました。

 

(2) 財政状態

  
前連結会計年度

当第２四半期
連結会計期間 増減

  (平成28年３月31日) (平成28年９月30日)

流動資産 (百万円) 278,313 272,163 △6,149

固定資産 (百万円) 247,790 255,384 7,594

資産　合計 (百万円) 526,103 527,548 1,444

流動負債 (百万円) 66,335 67,963 1,628

固定負債 (百万円) 118,723 126,727 8,004

負債　合計 (百万円) 185,058 194,691 9,632

純資産 (百万円) 341,044 332,857 △8,187

負債純資産　合計 (百万円) 526,103 527,548 1,444
 

　

当第２四半期末の総資産は、前連結会計年度末比14億44百万円増加の5,275億48百万円となりました。これは、主

として設備投資による有形固定資産の増加によるものです。

負債は、前連結会計年度末比96億32百万円増加の1,946億91百万円となりました。これは、主として長期借入金の

増加によるものです。

純資産は、前連結会計年度末比81億87百万円減少の3,328億57百万円となりました。これは、主として親会社株主

に帰属する四半期純利益の計上による利益剰余金の増加があった一方で、自己株式の取得を行ったことや、為替換

算調整勘定が減少したことによるものです。
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(3) キャッシュ・フローの状況

  前第２四半期連結累計期間 当第２四半期連結累計期間

  
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 32,566 28,812

投資活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △41,564 △32,094

財務活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △62 △3,669

現金及び現金同等物の四半期末残高 (百万円) 65,750 60,582
 

　

営業活動によるキャッシュ・フローにおける収入は、前年同期比37億53百万円減少の288億12百万円となりまし

た。これは、主として売上債権の増減によるものです。

投資活動によるキャッシュ・フローにより支出した資金は、前年同期比94億69百万円減少の320億94百万円となり

ました。これは、主として前年同期は連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出があったことによるも

のです。

財務活動によるキャッシュ・フローにより支出した資金は、前年同期比36億７百万円増加の36億69百万円となり

ました。これは、主として自己株式の取得があったことによるものです。

この結果、当第２四半期末の現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に対して為替相場の変動による換算差額

36億20百万円を控除した純額で105億72百万円減少し、605億82百万円となりました。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間における研究開発に係る費用は総額103億64百万円ですが、当該金額には既存製品の改

良、応用研究等に関する費用が含まれていますので、「研究開発費等に係る会計基準」（企業会計審議会）に規定

している「研究開発費」は23億58百万円です。

なお、当第２四半期累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 390,000,000

計 390,000,000
 

 

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成28年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年11月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 223,544,820 223,544,820

東京証券取引所
(市場第１部)

名古屋証券取引所
(市場第１部)

単元株式数は100株です。

計 223,544,820 223,544,820 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 
(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数

増減数
(千株)

発行済株式総数
残高
(千株)

資本金
増減額
(百万円)

資本金
残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成28年７月１日～
平成28年９月30日

─ 223,544 ─ 47,869 ─ 54,824
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(6) 【大株主の状況】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成28年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

第一生命保険株式会社 東京都千代田区有楽町一丁目13－１ 16,752 7.49

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内二丁目１－１ 13,794 6.17

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口）

東京都港区浜松町二丁目11－３ 12,003 5.37

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会
社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８－11 11,690 5.23

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY
（常任代理人　香港上海銀行　東京支店）

ONE LINCOLN STREET, BOSTON MA USA 02111
(東京都中央区日本橋三丁目11－１)

9,458 4.23

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７－１ 6,541 2.93

全国共済農業協同組合連合会 東京都千代田区平河町二丁目７－９ 6,138 2.75

日本マスタートラスト信託銀行株式会社ト
ヨタ自動車口

東京都港区浜松町二丁目11－３ 3,929 1.76

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY
505223
（常任代理人　株式会社みずほ銀行　決済
営業部）

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101,
U.S.A
(東京都港区港南二丁目15－１)

3,664 1.64

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６－６ 3,563 1.59

計 ― 87,537 39.16
 

(注) １ 上記大株主の状況に記載しています株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行及びその共同保有者２社から、平成24年12

月17日に関東財務局長に提出された大量保有報告書(変更報告書)の写しの提出があり、平成24年12月10日現

在当社株式を19,497千株(8.72％)保有している旨の報告を受けていますが、そのうち三菱ＵＦＪ信託銀行株

式会社が保有している旨の報告を受けている12,488千株(5.59％)については、当社として当第２四半期会計

期間末現在における実質所有状況の確認ができないため上記大株主の状況には含めていません。

２　当社は平成28年９月30日現在自己株式を9,945千株（4.45％）保有していますが、上記大株主からは除外し

ています。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

    平成28年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ― ─

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式

 
9,945,100

―

単元株式数は100株です。
(相互保有株式)
普通株式

 
145,000

―

完全議決権株式(その他) 普通株式 213,323,400 2,133,234 同上

単元未満株式 普通株式 131,320 ― １単元(100株)未満の株式です。

発行済株式総数  223,544,820 ― ―

総株主の議決権 ─ 2,133,234 ―
 

(注)　単元未満株式には、自己株式78株と相互保有株式早川精機工業株式会社保有分83株が含まれています。

 

② 【自己株式等】

  平成28年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
日本特殊陶業株式会社

名古屋市瑞穂区
高辻町14番18号

9,945,100 ― 9,945,100 4.45

(相互保有株式)
早川精機工業株式会社

岐阜県岐阜市六条
大溝１－13－１

― 145,000 145,000 0.06

計 ― 9,945,100 145,000 10,090,100 4.51
 

(注) 他人名義で所有している株式数は、日特協力会持株会（当社取引先を会員とする持株会、名古屋市瑞穂区

高辻町14番18号）名義で保有している株式です。 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しています。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成28年７月１日から平成

28年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けています。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成28年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 37,984 37,868

  受取手形及び売掛金 74,942 74,984

  有価証券 59,548 54,687

  たな卸資産 ※1  82,122 ※1  79,950

  繰延税金資産 12,080 10,618

  その他 12,040 14,454

  貸倒引当金 △406 △399

  流動資産合計 278,313 272,163

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 58,443 61,115

   機械装置及び運搬具（純額） 73,286 78,765

   土地 19,764 19,488

   建設仮勘定 13,393 10,768

   その他（純額） 3,586 3,487

   有形固定資産合計 168,473 173,624

  無形固定資産   

   のれん 9,372 7,972

   ソフトウエア 3,554 3,534

   その他 10,498 8,896

   無形固定資産合計 23,426 20,402

  投資その他の資産   

   投資有価証券 53,064 58,640

   繰延税金資産 987 937

   その他 1,966 1,920

   貸倒引当金 △127 △141

   投資その他の資産合計 55,890 61,357

  固定資産合計 247,790 255,384

 資産合計 526,103 527,548
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成28年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 28,049 26,837

  短期借入金 11 3,043

  リース債務 174 140

  未払法人税等 2,038 5,772

  その他 36,062 32,168

  流動負債合計 66,335 67,963

 固定負債   

  社債 55,000 55,000

  長期借入金 24,859 32,848

  リース債務 167 92

  退職給付に係る負債 32,185 31,431

  繰延税金負債 5,325 6,255

  その他 1,185 1,100

  固定負債合計 118,723 126,727

 負債合計 185,058 194,691

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 47,869 47,869

  資本剰余金 54,824 54,825

  利益剰余金 245,463 256,358

  自己株式 △7,647 △14,989

  株主資本合計 340,510 344,063

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 22,733 22,327

  為替換算調整勘定 △15,640 △27,555

  退職給付に係る調整累計額 △8,734 △7,987

  その他の包括利益累計額合計 △1,640 △13,215

 非支配株主持分 2,174 2,008

 純資産合計 341,044 332,857

負債純資産合計 526,103 527,548
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

売上高 191,997 180,310

売上原価 123,428 119,979

売上総利益 68,568 60,331

販売費及び一般管理費 ※1  34,657 ※1  33,800

営業利益 33,911 26,530

営業外収益   

 受取利息 960 514

 受取配当金 652 682

 持分法による投資利益 － 270

 その他 860 604

 営業外収益合計 2,472 2,072

営業外費用   

 支払利息 166 154

 持分法による投資損失 88 －

 為替差損 1,833 4,855

 休止固定資産減価償却費 109 99

 その他 485 492

 営業外費用合計 2,682 5,601

経常利益 33,701 23,002

特別利益   

 固定資産売却益 36 81

 特別利益合計 36 81

特別損失   

 固定資産処分損 207 487

 投資有価証券評価損 － 74

 和解金 14,837 －

 特別損失合計 15,044 561

税金等調整前四半期純利益 18,693 22,522

法人税、住民税及び事業税 4,257 4,302

法人税等調整額 1,651 2,555

法人税等合計 5,908 6,858

四半期純利益 12,785 15,663

非支配株主に帰属する四半期純利益 147 199

親会社株主に帰属する四半期純利益 12,637 15,464
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

四半期純利益 12,785 15,663

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △3,320 △404

 為替換算調整勘定 △5,719 △11,704

 退職給付に係る調整額 249 744

 持分法適用会社に対する持分相当額 △405 △428

 その他の包括利益合計 △9,195 △11,792

四半期包括利益 3,589 3,871

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 3,756 3,889

 非支配株主に係る四半期包括利益 △166 △18
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 18,693 22,522

 減価償却費 7,480 9,372

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △180 474

 受取利息及び受取配当金 △1,612 △1,197

 支払利息 166 154

 持分法による投資損益（△は益） 88 △270

 固定資産処分損益（△は益） 170 405

 投資有価証券評価損益（△は益） － 74

 売上債権の増減額（△は増加） 203 △7,586

 たな卸資産の増減額（△は増加） △1,501 △4,530

 仕入債務の増減額（△は減少） △71 6,488

 その他 14,640 1,909

 小計 38,077 27,816

 利息及び配当金の受取額 1,850 1,155

 利息の支払額 △176 △143

 法人税等の支払額 △7,185 △15

 営業活動によるキャッシュ・フロー 32,566 28,812

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の純増減額（△は増加） △658 △665

 有価証券の純増減額（△は増加） 7,831 △4,249

 有形固定資産の取得による支出 △17,038 △19,045

 無形固定資産の取得による支出 △516 △665

 投資有価証券の取得による支出 △202 △7,632

 投資有価証券の売却及び償還による収入 6,103 －

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△37,415 －

 その他 332 162

 投資活動によるキャッシュ・フロー △41,564 △32,094

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △668 3,148

 長期借入れによる収入 19,848 8,000

 社債の償還による支出 △15,000 －

 自己株式の取得による支出 △4 △7,341

 配当金の支払額 △3,916 △4,570

 その他 △320 △2,904

 財務活動によるキャッシュ・フロー △62 △3,669

現金及び現金同等物に係る換算差額 △729 △3,620

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △9,789 △10,572

現金及び現金同等物の期首残高 75,540 71,155

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  65,750 ※1  60,582
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

(1) 連結の範囲の重要な変更

当第２四半期連結会計期間において、新たに設立したＮＴＫセラミック株式会社及びＣＳ中津川株式会社を

連結の範囲に含めています。

(2) 持分法適用の範囲の重要な変更　　

第１四半期連結会計期間において、株式会社日本エム・ディ・エムの株式を取得したことにより、同社を持

分法適用の範囲に含めています。

 
(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

該当事項はありません。

 
(追加情報)

　　　繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用　

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第１四

半期連結会計期間から適用しています。
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(四半期連結貸借対照表関係)

※１ たな卸資産の内訳は次のとおりです。

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成28年９月30日)

商品及び製品 47,176百万円 46,473百万円

仕掛品 23,088 22,240 

原材料及び貯蔵品 11,857 11,236 
 

 

２ 偶発債務

(1) 保証債務は下記の銀行借入に対して行っています。

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成28年９月30日)

従業員(住宅購入者等) 18百万円 16 百万円
 

 

(2) 当社グループは、自動車関連事業における過去の一部の取引において競争法違反の疑いがあるとして海外の当

局による調査を受けています。これに関連し、顧客からの損害賠償の交渉、民事訴訟も提起されています。今

後、新たな事実が判明した場合は追加の損失が発生する可能性がありますが、現時点では四半期連結財務諸表に

与える影響を合理的に見積もることは困難です。

 

(四半期連結損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

減価償却費 1,414百万円 1,471百万円

貸倒引当金繰入額 39 14 

退職給付費用 468 664 

役員報酬及び給料手当 12,890 13,195 

荷造運搬費 3,159 2,883 

広告宣伝費 2,693 2,785 
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおり

です。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

現金及び預金勘定 44,522 百万円 37,868 百万円

有価証券勘定 32,749  54,687  

計 77,271  92,555  

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△7,678  △7,685  

現金同等物以外の有価証券 △3,842  △24,287  

現金及び現金同等物 65,750  60,582  
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(株主資本等関係)

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成27年５月８日
取締役会

普通株式 利益剰余金 3,917 18.00 平成27年３月31日 平成27年６月５日
 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成27年10月30日
取締役会

普通株式 利益剰余金 4,570 21.00 平成27年９月30日 平成27年11月30日
 

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成28年５月９日
取締役会

普通株式 利益剰余金 4,570　 21.00 平成28年３月31日 平成28年６月８日
 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成28年10月31日
取締役会

普通株式 利益剰余金 4,485 21.00 平成28年９月30日 平成28年11月30日
 

 

３．株主資本の著しい変動

当社は、平成28年７月29日開催の取締役会決議に基づき、平成28年８月１日から平成28年９月30日までの間に自

己株式4,021,700株の取得を行っています。この結果、当第２四半期連結累計期間において自己株式が7,341百万円

増加し、当第２四半期連結会計期間末において自己株式が14,989百万円となっています。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他
（注）１

合　計 調整額

四半期連結
損益計算書
計　上　額
（注）２

自動車
関　連

テクニカルセラミックス関連

計

半導体 セラミック 計

売上高          

外部顧客への売上高 159,776 13,328 16,895 30,224 190,000 1,996 191,997 ― 191,997

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ― ― ―

計 159,776 13,328 16,895 30,224 190,000 1,996 191,997 ― 191,997

セグメント利益
又は損失（△）

35,511 △3,200 1,670 △1,530 33,981 △69 33,911 ― 33,911
 

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、材料売上、福利厚生サービス業及

び運送業等を含んでいます。

２　セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整しています。
 
　

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他
（注）１

合　計 調整額

四半期連結
損益計算書
計　上　額
（注）２

自動車
関　連

テクニカルセラミックス関連

計

半導体 セラミック 計

売上高          

外部顧客への売上高 152,932 10,188 15,353 25,541 178,474 1,836 180,310 ― 180,310

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ― ― ―

計 152,932 10,188 15,353 25,541 178,474 1,836 180,310 ― 180,310

セグメント利益
又は損失（△）

29,837 △3,343 64 △3,278 26,559 △28 26,530 ― 26,530
 

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、材料売上、福利厚生サービス業及

び運送業等を含んでいます。

２　セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整しています。
 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

　平成28年４月より、テクニカルセラミックス関連事業において、従来、半導体関連に含めていた半導体製造装置用

製品につきましてはセグメント管理区分を見直し、セラミック関連へ変更しました。

　なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報は、当第２四半期連結累計期間の報告セグメントの区分に基づ

き作成したものを開示しています。
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(企業結合等関係)

比較情報における取得原価の当初配分額の重要な見直し

平成27年４月１日に行われた株式会社日本セラテック（平成28年４月１日付にて「株式会社NTKセラテック」に社

名を変更）との企業結合について前第２四半期連結会計期間において暫定的な会計処理を行っていましたが、前連

結会計年度末に確定しています。また、平成27年７月１日に行われたWells Vehicle Electronics Holdings Corp.

との企業結合について前第２四半期連結会計期間において暫定的な会計処理を行っていましたが、第１四半期連結

会計期間に確定しています。

これらの暫定的な会計処理の確定に伴い、当第２四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表に含まれる比較情報

において取得原価の当初配分額に見直しが反映されており、その内容は次のとおりです。

 
株式会社日本セラテックとの企業結合

修正科目 のれんの修正金額

のれん（修正前） 566 百万円

　有形固定資産 50  

　流動負債 151  

　修正金額合計 201  

のれん（修正後） 768 百万円
 

　

Wells Vehicle Electronics Holdings Corp.との企業結合

修正科目 のれんの修正金額

のれん（修正前） 10,192 百万円

　無形固定資産その他 176  

　繰延税金負債 △67  

　修正金額合計 109  

のれん（修正後） 10,302 百万円
 

 
この結果、前連結会計年度末ののれんが93百万円増加、無形固定資産その他が150百万円減少し、無形固定資産合

計、固定資産合計及び負債合計は57百万円減少しています。また、前第２四半期連結累計期間の四半期連結損益計

算書は、販売費及び一般管理費が59百万円増加したことにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利

益がそれぞれ同額減少しています。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

   １株当たり四半期純利益金額 58円07銭 71円44銭

　（算定上の基礎）   

　　親会社株主に帰属する
　　四半期純利益金額（百万円）

12,637 15,464

　　普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

　　普通株式に係る親会社株主に帰属する
　　四半期純利益金額（百万円）

12,637 15,464

　　普通株式の期中平均株式数（千株） 217,622 216,475
 

 (注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していません。

 

(重要な後発事象)

　（共通支配下の取引等）

当社、ＮＴＫセラミック株式会社（以下、「現Ｎセラ」）並びに平成28年７月１日に新たに設立したＮＴＫセラ

ミック株式会社（以下、「新Ｎセラ」）及びＣＳ中津川株式会社（以下、「ＣＳ中津川」）は、平成28年７月29日

付で締結した吸収分割契約に従い、平成28年10月１日付で本吸収分割を実施しました。

 
　１． 取引の概要

　(1) 対象となった事業の名称及びその事業の内容

　① 分割会社

会社名 対象となった事業の名称・内容

日本特殊陶業株式会社 セラミックＩＣパッケージ事業

ＮＴＫセラミック株式会社（現Ｎセラ）
セラミックＩＣパッケージ事業

車載用センサ事業
 

　② 承継会社

会社名 対象となった事業の名称・内容

ＮＴＫセラミック株式会社（新Ｎセラ） セラミックＩＣパッケージ事業

ＣＳ中津川株式会社 車載用センサ事業
 

　(2) 企業結合日

　平成28年10月１日

　(3) 企業結合の法的形式

　当社及び現Ｎセラを分割会社とし、新Ｎセラ及びＣＳ中津川を承継会社とする吸収分割

　(4) その他取引の概要に関する事項

当社セラミックＩＣパッケージ事業の再生を図るべく、責任と権限を明確にするとともに、より一層の収益管

理の可視化を進めるため、従来の製造に特化した子会社から、製造・販売機能を一体化した独立事業会社を設立

し、早期の黒字化を目指します。

なお、平成29年１月１日を目途に、現Ｎセラを当社に吸収合併する予定です。

 

　２． 実施する会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関

する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号）に基づき、共通支配下の取引として処理します。
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　（自己株式の取得）

当社は、平成28年７月29日開催の取締役会において、会社法第459条第１項に基づく自己株式の取得を決議してい

ますが、当該決議に基づき当第２四半期連結会計期間末日後に取得した自己株式は次のとおりです。

 
１． 取得した株式の種類：普通株式

２． 取得した株式の総数：1,374,900株

３． 株式の取得価額の総額：2,658百万円

４． 取得期間：平成28年10月３日～平成28年10月31日（約定ベース）

５． 取得方法：東京証券取引所における市場買付

 

以上により、同取締役会決議に基づく自己株式の取得は終了しました。なお、取得した自己株式の累計は次のと

おりです。

 
１． 取得した株式の種類：普通株式

２． 取得した株式の総数：5,396,600株

３． 株式の取得価額の総額：9,999百万円

４． 取得期間：平成28年８月１日～平成28年10月31日（約定ベース）

５． 取得方法：東京証券取引所における市場買付
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２ 【その他】

①剰余金の配当

平成28年10月31日開催の取締役会において、次のとおり決議が行われました。

配当の総額 4,485百万円

１株当たりの配当額 21円00銭

支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成28年11月30日
 

(注)平成28年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対して支払います。

 
②その他

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成28年11月11日

日本特殊陶業株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士  横　井　　　康

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士  大　北　尚　史

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士  大　谷　浩　二

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本特殊陶業株

式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成28年７月１日か

ら平成28年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本特殊陶業株式会社及び連結子会社の平成28年９月30日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　　上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しています。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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